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【　消費者概念導入問題フローチャート　】 ＜ 「第 ２　民法と消費者概念 」別紙図面＞

民法典に「消費者 」という文言が入る考え方

民法典に「消費者 」という文言が入らない考え方

P説、Q１～３説、R１～２説、S４説 、T説

S１～ S３説 、U説

「問題」
民法は格差に
対応する必要
があるか否か。

格差是正に対
応する必要な
し

消費者保護規定を置く。

「問題」
民法に「消費
者」という表現
は一切要らな
いか。

一切要らない。

消契法へのレファ
レンス規定は有っ
てもよい。
←分かり易い民法

「問題」
どういう方法で
民法で格差是
正を実現する
か。

消費者保護規定も、
一般的な格差是正規定
も、その両方を民法に
置く。

一般的な格差是正規定を
置く。

格差是正に対
応する必要あ
り

「問題」
消費者契約法
の私法実体規
定との役割分
担をどう考える
のか。

民法に一元化する考え方（統合
論）。

消契法の消費者保護規定
と異なる消費者保護規定
が民法にあってもかまわな
いという考え方（併存説）。

「問題」
民法固有の消
費者保護規定
として何を定
めるのか。

理念規定のみ。

個別の特則規定のみ。

理念規定＋個別の特則規定

「問題」
民法の一般的
格差是正規定
として何を定
めるのか。

理念規定のみ。

個別の特則規定のみ。

理念規定＋個別規定

「問題」
両方とは、具
体的にどのよ
うな規定を民
法に置くという

Q１～３（いずれか）＋S１～３（いず
れか）

R１＋格差契約への消費者契約に
関する特則の準用規定など

P説 Q１説

Q２説

Q３説

S１説

S２説

S３説

S４説

T説

U説

R１説

R２説

＜例＞
S１説＋Q２説＋格差契約への消
費者契約に関する特則の準用規定

S1～S3＋格差契約への消費者
契約に関する特則の準用規定な

格差是正規定

消費者保護規定

消費者保護規定＋
格差是正規定

＜例＞
S1説 （格差是正の理念規定）
＋Q２説 （消費者保護の個別規
定）

＜注＞
S１～４説の場合、消費者契約に
関する特則は、民法改正と同時に消
費者契約法の改正で充実させること
が前提。

＜注＞ Q１の場合、消費者契約に関
する特則は消費者契約法の改正で
充実させることが前提。


